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令和８年（ワ）第１６０３号 差止請求事件 

原告 特定非営利活動法人消費者支援ネット北海道 

被告 ｅｃｘｉａ株式会社 

 

答 弁 書 
令和８年８月１０日 

札幌地方裁判所 民事第１部 御中 

   

〒１０５－０００４ 

東京都港区新橋１丁目１６番４号りそな新橋ビル８階 

リーガルキュレート総合法律事務所（送達場所） 

                        電 話 ０３－６２０６－１４３６ 

                         FAX  ０３－６２０６－１４３７            

被告訴訟代理人 弁護士  高  柳  孔  明 

                    同    弁護士  武  田  う ら ら 

第１ 請求の趣旨に対する答弁 

 

１ 原告の請求をいずれも棄却する 

２ 訴訟費用は原告の負担とする 

との判決を求める。 

 

第２ 訴状記載の内容に対する認否反論 

 

１ 訴状「第１ 当事者」について 

 認める。 
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２ 同「第２ 被告が使用している契約書式及び契約条項」について 

 いずれも認める。 

 

３ 同「第３ 本件規約における不当な契約条項について（請求の趣旨１項）」につい

て 

契約条項１乃至１４のいずれも本件規約の客観的記載の限りで認める。 

なお、これに対する被告の主張については別紙新旧対照表のとおりである。 

 

４ 同「第４ 書面による事前の請求」について 

 認める。 

 

５ 同「第５ 消費者契約法に違反する意思表示のおそれ（請求の趣旨２、３項）」に

ついて 

（１）同「１ 本訴に至った経過」 

（１）は不知、（２）乃至（４）はいずれも認める。 

 

（２）同「２ 消費者契約法第１２条第３項の除去措置及び予防措置」について 

 消費者契約法第１２条第３項の規定内容に限り認める。 

 ただし、契約条項１乃至１４に関する被告の主張は別紙新旧対照表のとおりである。

原告の指摘を踏まえた本件規約の改定案は、乙１号証のとおりである。 

 

６ 同「６ 結論」 

 争う。 

 ただし、被告において契約条項１乃至１４に関しては別紙新旧対照表のとおり改訂す

る予定である。原告の指摘を踏まえた本件規約の改定案は、乙１号証のとおりである。 
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第３ 被告の主張 

被告としては、原告の指摘を踏まえ、本件規約を大幅に改定する意向である。 

具体的には、契約条項１乃至１４について、別紙新旧対照表の内容にて対応すること

を検討している。 

そして、原告の指摘を踏まえた本件規約の改定案は、乙１号証のとおりである。 

以上 



本件規約新旧対照表 （別紙）

D列の赤字で記載した箇所が被告において変更した箇所となっている。

契約条項１  第２条（本サービスの内容） 備考

旧

５ 甲は、各サービス内容、各コースプラン等を、甲の判

断により変更、廃止することができる。

新

甲は、本規約を変更する可能性があり、本規約を変更する場

合、乙に対して、事前の通知により変更後の本規約の効力発

生時期を定め、変更後のサービスの内容等を周知するものと

し、以下のいずれかに該当する場合は、変更後の本規約の効

力発生時期の到来をもって本規約の内容、本サービスの内

容、使用範囲、利用条件等を変更することができるものとす

る。

（１）変更後の各サービス内容、各コースプラン等の内容が

乙の一般の利益に適合する場合

（２）変更の内容が本サービスの目的に反せず、かつ、変更

の必要性、変更後の内容の相当性その他の事情に照らして合

理的なものである場合

民法第５４８条の４第１項及び第２

項の規定通りに変更

契約条項２ 第５条（本サービスの変更、廃止）

旧

 １ （前略）なお、本規約の変更後、本サービスの利用を

開始した場合には、 当該ユーザーは変更後の規約に同意

したものとみなす。

新

乙は、変更後の本規約の内容に同意できない場合、変更後の

本規約の効力発生日の前日までに本サービスを解約するもの

とし、乙が変更後の本規約の効力発生日の前日までに本サー

ビスを解約せず、かつ、変更後の本規約の効力発生後に本

サービスを利用した場合、乙は変更後の本規約に同意したも

のとみなす。

一般的なみなし同意条項の文言に、

変更後の規約に同意できない場合の

解約について追記

契約条項３ 第５条（本サービスの変更、廃止）

旧

３ 乙は、本サービスの内容に関して、変更又は廃止、若

しくは使用範囲又は 利用条件の変更をする場合があるこ

とを承諾する。（後略） 新

削除

契約条項４ 第６条（解約）



旧

５ 乙が月額利用料の全部または一部の支払い回数が６回

以下だった場合は、 甲に違約金として２万円を支払うこ

ととする。（後略）」

新

本サービスの最低利用期間は、本サービス利用開始から４カ
月間とする。最低利用期間中に本サービスを解約する場合、
乙は、解約手数料として9350 円を支払うものとする。

初期設定にかかるコスト（セルフホ

ワイトニングの入会手続きにかかる

人件費やシステム利用負担額）、退

会にかかるコスト（退会手続きにか

かる人件費）に照らした、消費者契

約法第９条第１号の「平均的損

害」。

契約条項５ 第７条（プラン変更）

旧

３ プランの変更は、６か月以上サービスを継続した場合

のみとする。 新
削除

契約条項６ 第９条（美容サービス提供の注意）

旧

３ 前項の原因が甲のサービスに起因する疑いがある場

合、一旦甲の負担で、 乙に医師の診断を受けて頂く等の

適切な処置をとることとし、甲乙協議の上解決する。 新

削除

第１４条（免責）

旧

３ 前２項その他本利用規約内の甲を免責する内容の規定

にかかわらず、甲の何らかの債務不履行または甲の債務

の履行に際してされた甲の不法行為によって乙に損害が

生じた場合は、甲は乙に対して損害賠償義務を負いま

す。 新

甲の何らかの債務不履行または甲の債務の履行に際してされ

た甲の不法行為によって乙に損害が生じた場合は、甲は乙に

対して損害賠償義務を負う。

民法第４１５条第１項、第７０９条

の規定通りに変更

旧

４ 前項に定める損害賠償は、１か月分の月額利用料を上

限とします。ただし、前項に定める債務不履行または不

法行為が甲の故意または重過失に基づく場合は、この限

りではありません。 新

削除

契約条項７ 第１１条（解除）



旧

１ 甲は、乙が次の各号のいずれか一つに該当したとき

は、本規約の目的を達成することができない状態にある

か否かを問わず、何らの通知、催告を要せず、直ちに本

規約を解除することができる。 新

１ 甲は、乙が次の各号のいずれか一つに該当したときは、何

らの通知、催告を要せず、直ちに本規約を解除することがで

きる。

民法第５４２条第１項の無催告解除

の規定通りに変更。

旧

 ⑶ 本サービスの運営の妨げとなる行為をとった場合

新

本サービスの運営の妨げとなる行為をとり、甲が乙に対して

是正の催告をしたにもかかわらず、７日以内に当該違反が是

正されない場合

是正の催告期間を設定

旧

 ⑸ 本サービスの利用にあたり、他の登録メンバーまたは

甲とトラブルを起こし、本サービスの秩序又は風紀を乱

したと甲が判断した場合

新

本サービスの利用にあたり、甲のスタッフに対して迷惑行

為、カスタマーハラスメント、ストーカー行為に及ぶ等のト

ラブルを起こした場合

実際にあるトラブルを踏まえ、内容

を具体化

旧

 ⑺ 本サービスの利用に際して甲の指示に従わず、または

利用条件を遵守しない場合
新

本サービスの利用に際して甲の指示に従わず、または利用条

件を遵守せず、甲が乙に対して是正の催告をしたにもかかわ

らず、７日以内に当該違反が是正されない場合

是正の催告期間を設定

旧

 ⑽ 甲を誹謗中傷し、または社会的信用を傷つける行為を

したあるいはしようとした場合 新

甲を誹謗中傷し、または社会的信用を傷つける行為をした場

合
現実の損害が発生した場合に限定

旧

 ⒂ その他、合理的な理由により利用者として不適当であ

ると甲が判断する場合 新
削除

契約条項８ 第１２条（損害賠償） 

旧

乙は、本規約の定めに違反し、又は故意若しくは過失に

より甲に損害を与え た場合は、甲に対し、その損害（弁

護士費用及び訴訟費用含む。）を賠償しなければならな

い。
新

１ 乙は、本規約の定めに違反し、甲に対し、損害を与えた

場合、その損害を賠償しなければならない。

２ 乙は、故意若しくは過失により甲に損害を与えた場合

は、甲に対し、その損害(弁護士費用及び訴訟費用含む。）を

賠償しなければならない。

第１項を債務不履行、第２項を不法

行為の場合の規定としている

契約条項９ 第１３条（禁止事項）

登録メンバーは次に掲げる行為をしてはならない。

旧

 ２ 甲の許可のない登録メンバー同士の連絡先交換及び事

外での交流 新
削除



契約条項１０ 第１５条（不可抗力）

旧

 １ 地震、台風、通信回線等の事故、その他不可抗力によ

る本規約の全部又は一部（金銭債務を除く）の履行遅滞

又は履行不能については、いずれの当事者もその責任を

負わない。（後略） 新

地震、台風、通信回線等の事故、その他不可抗力による本規

約の全部又は一部の履行遅滞又は履行不能については、いず

れの当事者もその責任を負わない。（後略）

「金銭債務を除く」の部分削除

旧

２ 前項の他、いずれの当事者の責めに帰すことができな

い事由による本規約の全部又は一部（金銭債務を除く）

の履行遅滞又は履行不能については、いずれの当事者も

その責任を負わない。（後略） 新

前項の他、いずれの当事者の責めに帰すことができない事由

による本規約の全部又は一部の履行遅滞又は履行不能につい

ては、いずれの当事者もその責任を負わない。（後略）

「金銭債務を除く」の部分削除

契約条項１１ 第１６条（秘密保持） 

旧

１ 本契約において秘密情報とは、本件業務の遂行に関し

て、甲及び乙が相手方から開示を受けた、相手方の業務

上及び営業上の情報をいう。 新

変更なし（秘密情報の定義を定めているにすぎず、この条項

単体では消費者に不利益は生じない。）

旧

２ 前項にかかわらず、次の各号の一に該当することを被

開示者が証明できる情報は、本契約における秘密情報と

して取り扱わないものとする。 新

変更なし（秘密情報から除外する情報を定めているにすぎ

ず、この条項単体では消費者に不利益は生じない。）

旧

（１）開示時にすでに公知の情報又は開示時にすでに乙

が保有していた情報。 新
同上

旧

（２）開示後、被開示者の責めに帰すべき事由によら

ず、公知となった情報 。 新
同上

旧 （３）開示の時、既に非開示者が保有していた情報 新 同上

旧 （４）正当な権原を有する第三者から適法に入手した情報 新 同上

旧

（５）非開示者が開示を受けた秘密情報によらず独自に

開示した情報 新
同上

旧

 （６）開示者が秘密保持義務を課すことなく、第三者に

開示した開示者の情報 新
同上

旧

 （７）秘密にしないことにつき開示者の事前の書面によ

る同意がある情報 新
同上



旧

３ 甲及び乙は、善良な管理者の注意をもって秘密情報を

管理するものとし、 事前の書面による相手方の承諾を得

ることなく、秘密情報を本件業務以外の目的に使用し、

又は第三者に開示しない。 新

甲は、善良な管理者の注意をもって秘密情報を管理するもの

とし、 事前の書面による乙の承諾を得ることなく、秘密情報

を本件業務以外の目的に使用し、又は第三者に開示しない。

サービスの性質上、通常顧客が秘密

情報の開示を受けることはないた

め、被告のみが秘密保持義務を負う

よう変更

旧

４ 甲及び乙は、秘密情報を、当該秘密情報を知る必要の

ある最小限の自己の役員、従業員、関係会社におけるこ

れらと同様の者、弁護士、会計士又は税理士等法律に基

づき守秘義務を負う者のみに開示するものとし、当該秘

密情報を知る必要のある最小限の自己の役員、従業員、

関係会社におけるこれらと同様の者に対して本契約と同

等の義務を負わせるものとする。 新

甲は、秘密情報を、当該秘密情報を知る必要のある最小限の

自己の役員、従業員、関係会社におけるこれらと同様の者、

弁護士、会計士又は税理士等法律に基づき守秘義務を負う者

のみに開示するものとし、当該秘密情報を知る必要のある最

小限の自己の役員、従業員、関係会社におけるこれらと同様

の者に対して本契約と同等の義務を負わせるものとする。

同上

旧

５ 甲及び乙は、国、地方公共団体、裁判所その他これら

に準ずる機関から、 法令上の根拠に基づき相手方の秘密

情報の開示を求められたときは、直ちに 相手方と協議を

行い、法令上強制される必要最小限の範囲、方法により

当該機関に対し開示を行うものとする。 新

甲は、国、地方公共団体、裁判所その他これらに準ずる機関

から、 法令上の根拠に基づき乙の秘密情報の開示を求められ

たときは、直ちに乙と協議を行い、法令上強制される必要最

小限の範囲、方法により当該機関に対し開示を行うものとす

る。

同上

旧

６ 甲及び乙は、本目的のために合理的に必要な最小限度

の範囲で行う場合を 除き、事前の書面による相手方の承

諾を得ることなく、秘密情報を複製しない。また、甲及

び乙は、秘密情報を複製した場合、当該複製につき、開

示者の秘密情報である旨の表示を付し、原本と同等の保

管・管理をするものとする。 新

甲は、本目的のために合理的に必要な最小限度の範囲で行う

場合を 除き、事前の書面による乙の承諾を得ることなく、秘

密情報を複製しない。また、甲は、秘密情報を複製した場

合、当該複製につき、乙の秘密情報である旨の表示を付し、

原本と同等の保管・管理をするものとする。

同上

旧

７ 甲及び乙は、本契約が終了した時又は相手方が求めた

場合はいつでも、秘 密情報及びその複製を直ちに相手方

に返還又は相手方の許諾を得て廃棄し、また、相手方の

求めに応じ、これらすべてを返還又は破棄した旨の確約

書を相手方に交付するものとする。 新

甲は、本契約が終了した時又は乙が求めた場合はいつでも、

秘密情報及びその複製を直ちに乙に返還又は乙の許諾を得て

廃棄し、また、乙の求めに応じ、これらすべてを返還又は破

棄した旨の確約書を乙に交付するものとする。

同上



旧

８ 甲及び乙は、秘密情報につき、漏出、紛失、盗難、押

収等に事故が発生し た場合、直ちにその旨を相手方に連

絡し、相手方の指示に従い適切な対応をするものとす

る。 新

甲は、秘密情報につき、漏出、紛失、盗難、押収等に事故が

発生し た場合、直ちにその旨を乙に連絡し、乙の指示に従い

適切な対応をするものとする。

同上

旧

９ 本条は、第６項及び第７項を除き、本契約終了後も２

年間効力を有する。 新

変更なし（第３項から第７項を甲のみが秘密保持義務を負う

内容としているので、消費者に不利益は生じない）
同上

契約条項１２ 第１７条（個人情報の保護） 同上

旧

１ 「個人情報」とは、本件業務を遂行するために、甲又

は乙に預託した一切の情報のうち、個人の氏名、生年月

日その他の記述等により、特定の個人を識別できる情

報、又は個人識別符号が含まれる情報、並びにこれに付

随して取り扱われるその他の情報をいい、前条に定める

秘密情報に限られない。

新

「個人情報」とは、本件業務を遂行するために、乙が甲に預

託した一切の情報のうち、個人の氏名、生年月日その他の記

述等により、特定の個人を識別できる情報、又は個人識別符

号が含まれる情報、並びにこれに付随して取り扱われるその

他の情報をいい、前条に定める秘密情報に限られない。

同上

旧

２ 甲及び乙は、本件業務の遂行に際して個人情報を取扱

う場合には、それぞれ、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年５月３０日法律第５７号）及び本契約の定

めを遵守して、本件業務の目的の範囲の他、以下の各号

に定める目的の範囲内において個人情報を取り扱うもの

とし、本項に定める目的以外に、これを取り扱ってはな

らない。 新

甲は、本件業務の遂行に際して個人情報を取扱う場合には、

それぞれ、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３

０日法律第５７号）及 び本契約の定めを遵守して、本件業務

の目的の範囲の他、以下の各号に定め る目的の範囲内におい

て個人情報を取り扱うものとし、本項に定める目的以外に、

これを取り扱ってはならない。

同上

旧

（１）本件業務のご提供および、本件業務のほか当社が

提供するサービスのご案内のため
新

変更なし（第１７条第１項、第２項で甲のみが個人情報保護

義務を負うので、本号の変更を行わなくとも消費者に不利益

は生じない）

旧 （２）本件業務に関する料金をご請求するため 新 同上

旧

（３）本件業務のほか当社が提供するサービスおよび広

告配信をカスタマイズするため 新
同上

旧 （４）ご本人へのご連絡のため 新 同上



旧

（５）本件業務のほか当社が提供するサービスについて

のキャンペーン等のプレゼントの発送のため 新
同上

旧

（６）本件業務のほか当社が提供するサービスの改善や

新サービスの開発等に役立てるため 新
同上

旧 （７）当社が提携している事業者をご紹介するため 新 同上

旧 （８）利用規約に違反する態様でのご利用を防止するため 新 同上

旧

（９）個人を識別できない形式に加工した統計データを

作成するため 新
同上

旧

３ 甲及び乙は、個人情報の取扱いに関わる責任者を選任

し、かつ、本件業務 に関して個人情報を取り扱う者を特

定しなければならない。

新

甲は、個人情報の取扱いに関わる責任者を選任し、かつ、本

件業務 に関して個人情報を取り扱う者を特定しなければなら

ない。

サービスの性質上、通常顧客が個人

情報を取得することはないため、被

告のみが個人情報保護に関する義務

を負うよう変更

旧

４ 甲乙間における個人情報の記録媒体及びデータの引渡

しについては、その 場所及び担当者を特定するものと

し、記録媒体及びデータの移送は、甲乙が定める基準に

合致した安全で確実な方法をとるとともに、露出せぬよ

う確実に施錠を行う。 新

変更なし（第１７条第１項、第２項で甲のみが個人情報保護

義務を負うので、本号の変更を行わなくとも消費者に不利益

は生じない）

旧

５ 甲及び乙は、個人情報の記録媒体及びデータを施錠可

能な場所に保管し、 又は情報システム内で管理する。乙

は、施錠可能な場所に保管する場合には 鍵の管理者を特

定し、情報システム内で管理する場合には、特定された

利用 者のみが個人情報にアクセスできるように、識別情

報（ID、パスワード等） を設定する。 新

甲は、個人情報の記録媒体及びデータを施錠可能な場所に保

管し、 又は情報システム内で管理する。甲は、施錠可能な場

所に保管する場合には鍵の管理者を特定し、情報システム内

で管理する場合には、特定された利用者のみが個人情報にア

クセスできるように、識別情報（ID、パスワード等） を設定

する。

サービスの性質上、通常顧客が個人

情報を取得することはないため、被

告のみが個人情報保護に関する義務

を負うよう変更

旧

６ 甲及び乙は、相手方の指示がある場合には、相手方か

ら預託された個人情報並びにその記録媒体及びデータ

を、返却、破棄又は記録媒体から消去する。 新

甲は、乙の指示がある場合には、乙から預託された個人情報

並びにその記録媒体及びデータを、返却、破棄又は記録媒体

から消去する。

同上



旧

７ 甲及び乙は、個人情報への不当なアクセス又は個人情

報の紛失、盗難、改ざん、漏洩等の危険に対し、合理的

な安全対策を講じる。 新

甲は、個人情報への不当なアクセス又は個人情報の紛失、盗

難、改ざん、漏洩等の危険に対し、合理的な安全対策を講じ

る。

同上

旧

８ 甲及び乙は、相手方の個人情報の目的外利用・漏洩・

流出等が発生しないよう適切な措置をとる。 新

甲は、乙の個人情報の目的外利用・漏洩・流出等が発生しな

いよう適切な措置をとる。
同上

旧

９ 甲及び乙は、相手方より受領した個人情報を、本件業

務の目的を超えて、 加工、利用、複写又は複製してはな

らず、これを取り扱ってはいけない。 新

甲は、乙より受領した個人情報を、本件業務の目的を超え

て、 加工、利用、複写又は複製してはならず、これを取り

扱ってはいけない。

同上

旧

１０ 甲及び乙は、以下の各号のいずれかの場合を除くほ

か、第三者に対して 個人情報を提供してはならない。 新

甲は、以下の各号のいずれかの場合を除くほか、第三者に対

して乙の個人情報を提供してはならない。
同上

旧

（１）当該個人が明示的に同意している場合であって、

相手方の電子メール又は書面等の記録が残る方法による

事前の同意がある場合 新

当該個人が明示的に同意している場合であって、乙の電子

メール又は書面等の記録が残る方法による事前の同意がある

場合

同上

旧

（２）当該個人の同意を得ることが困難な場合であっ

て、人の生命、身体又は 財産の保護若しくは公衆衛生の

向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合であって、相手方の電子メール又は書面等の記録

が残る方法による事前の同意がある場合 新

当該個人の同意を得ることが困難な場合であって、人の生

命、身体又は 財産の保護若しくは公衆衛生の向上又は児童の

健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、乙

の電子メール又は書面等の記録が残る方法による事前の同意

がある場合

同上

旧

（３）各種法令の規定により提出を求められた場合、及

びそれに準ずる公共の利益のために必要がある場合
新

変更なし（第１７条第１項、第２項で甲のみが個人情報保護

義務を負うので、本号の変更を行わなくとも消費者に不利益

は生じない）

旧

 １１ 本条の規定の効力は、終了事由の如何に関わらず、

本契約終了後も有効に存続する。 新
同上

契約条項１３ 第１８条（個人情報漏洩に関わる対応） 

旧

１ 甲及び乙において、万一、個人情報の漏洩の事故が発

生した場合は、直ちに、相手方に対して、漏洩の発生の

日時・内容その他詳細事項について報告しなければなら

ない。
新

甲において、万一、個人情報の漏洩の事故が発生した場合

は、直ちに、乙に対して、漏洩の発生の日時・内容その他詳

細事項について報告しなければならない。

サービスの性質上、通常顧客が個人

情報を取得することはないため、被

告のみが個人情報保護に関する義務

を負うよう変更



旧

 ２ 前項の場合、漏洩した者は直ちに漏洩の原因の調査に

着手するものとし、 相手方に対し、速やかに調査の結果

を報告するものとする。前項の報告並びに本項の調査及

び報告は、漏洩した者の費用負担にて行う。 新

前項の場合、甲は直ちに漏洩の原因の調査に着手するものと

し、 乙に対し、速やかに調査の結果を報告するものとする。

前項の報告並びに本項の調査及び報告は、甲の費用負担にて

行う。

同上

旧

 ３ 前項の調査の有無に関わらず、甲乙の協議により、漏

洩した者の費用負担にて、漏洩の原因究明を調査する会

社等を選定し調査を依頼することができる。 新

前項の調査の有無に関わらず、甲乙の協議により、甲の費用

負担にて、漏洩の原因究明を調査する会社等を選定し調査を

依頼することができる。

同上

旧

 ４ 第１項の場合、漏洩した者は、再発防止措置を策定の

上、相手方に対し遅滞なくその内容を電子メール又は書

面等の記録が残る方法によって通知するものとする。 新

第１項の場合、甲は、再発防止措置を策定の上、乙に対し遅

滞なくその内容を電子メール又は書面等の記録が残る方法に

よって通知するものとする。

同上

契約条項１４ 第２５条（合意管轄）

旧

本規約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所

を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
新

本規約に関する一切の紛争については、被告の住所地又は本

店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁

判所とする。

民事訴訟法第４条第１項の規定通り

に変更
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